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資料 4. 討議議事録(M/D)、テクニカルノート 

(1) 討議議事録【現地調査Ⅰ（概略設計調査）】 
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(2) 討議議事録【現地調査Ⅰ（概略設計調査）】 仮訳 

 

 

 

ブルキナファソ国 

サヘル地方初等教員養成校建設計画 協力準備調査 

協議議事録 

（仮訳） 

 

ブルキナファソ国（以下「ブルキナファソ」と称する）政府より提出された要請に基

づいて、日本国政府は「サヘル地方初等教員養成校建設計画」（以下「プロジェクト」と

称する）に関する概略設計調査を行うことを決定し、本調査の実施を独立行政法人国際

協力機構（以下「ＪＩＣＡ」と称する）に委託した。 

 

ＪＩＣＡはＪＩＣＡ国際協力人材部 人材確保担当次長 大久保久俊を団長とする概略

設計調査団を 2008年 10月 19日より 11月 14日までブルキナファソへ派遣した。 

 

調査団は、ブルキナファソ政府関係者と協議を行い、ブルキナファソにおける現地調

査を実施した。それらの協議及び現地調査を通して、双方は附属書に示される主要事項

を確認した。調査団は更なる調査作業を進め、概略設計調査概要書を作成する。 
 

ワガドゥグ 2008年 10月 27日 

 

 

 

   

大久保 久俊 

団長 

概略設計調査団 

独立行政法人国際協力機構 

 

 Seydou KONATE 

教育調査計画局長 

基礎教育識字省 

ブルキナファソ国 

 
 
 
 

Lene SEBGO 

協力局長 

経済財務省 

ブルキナファソ国 
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付 属 書 
 

１．プロジェクトの目的 

  サヘル州のドリ市において初等教員養成校の建設を行うことにより、基礎教育開発 10 ヵ年計画

（PDDEB）の基準において定められた教員養成のプログラム達成に貢献し、ひいてはブルキナファソ初

等教育の完全普及達成のプロセスに寄与することである。 

 

２．相手国責任機関及び実施機関 

２－１ 責任機関：基礎教育識字省（MEBA） 
２－２ 実施機関：基礎教育識字省調査計画局（DEP） 

 

３．概略設計調査の内容及びスケジュール 

３－１．概略設計調査は要請の背景、目的、効果並びに実施に必要な運営・維持管理能力等を調査し、

その妥当性を技術面と社会・経済面で検証を行い、ブルキナファソ側政府と協議の上、計画

の基本構想を双方で確認し、併せて概略設計と概略事業費の積算を行うものである。 

３－２．本プロジェクトの実施は概略設計の結果を受けて日本政府が最終的に決定するものである。

ブルキナファソ側はかかる本調査の位置づけについて理解した。 

３－３．調査団は 2008 年 11 月 14 日まで現地調査を継続する。ブルキナファソ側は円滑な調査のため

に、調査団に対して必要な支援を行うことを約束した。 

３－４．本調査の結果を受けて日本側は国内にて 2009年 3月上旬まで解析を行い、3月下旬および 6

月下旬にそれぞれ調査団をブルキナファソに派遣する予定である。 

 

４．プロジェクト・サイト 

４－１ ドリ市内から西に約 5km離れた面積 50haの土地が本プロジェクトの建設予定地である。右土

地は、すでにブルキナファソ側で境界石が打たれ境界線が確定されている。サイト図は別添

1の通り。 

４－２ 調査団はブルキナファソ側に高低測量の実施とその結果としての図面（1ｍの等高線）作成を

11月 10日までに行うことを要求し、ブルキナファソ側は期日までに右資料を提出するべく

努力することを約束した。 

４－３ 加えて、調査団はブルキナファソ側に対し上記 4－1の土地の確保に関して、公式な土地証明

書を11月10日までに提出することを依頼し、ブルキナファソ側は提出することを約束した。 

 

５．要請コンポーネント 

５－１ 協議の結果、双方は本プロジェクトの要請コンポーネントを別添 2の 

とおりとすることを確認した。 

５－２ しかしながら、要請コンポーネントは今後の検討により日本側にて決定されるものとするこ

とを双方確認した。 

５－３ 上記５－１のコンポーネントの最終決定に関し、以下の点を考慮することで双方は合意した。 

① 基礎教育開発 10ヵ年計画（PDDEB）との整合性 

② カリキュラムとの整合性 

③ 他の既存養成校に導入されており、その有用性                      

④ ブルキナファソ側による運営維持管理の容易性 

⑤ 他の援助機関による支援の重複がないこと 

⑥ 日本側の予算措置方針 

⑦ 日本円の為替変動による影響 

 

６．コミュニティ開発支援無償資金協力 

６－１ ブルキナファソ側は調査団によって提出された本プロジェクトのインセプション・レポート

（平成 20年 10月版）２－３のコミュニティ開発支援無償の概要を理解し、本プロジェクト

を同スキームにて実施することについて同意した。また、コミュニティ開発支援無償資金協

力の資金の流れに関しては別添 3の通り。 

６－２ ブルキナファソ側は、コミュニティ開発支援無償資金協力が実施される場合、プロジェクト

の円滑な実施のために、ブルキナファソ側が負担すべき事項と経費を準備し、実施スケジュ
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ールに基づき確実に履行することを約束した。 

 

７．ブルキナファソ国負担事項 

７－１ ブルキナファソ側は調査団によって提出されたインセプション・レポートの P7に説明されて

いる各条項について理解し、それについて実施することを約束した。 

７－２ 上記７－１のうち、ドリ市内にある浄水場からプロジェクト・サイトまで圧送するのに必要

なインフラ整備を行うことを約束した。 

７－３ 上記７－１のうち、電力に関しては、ドリ市内にある発電所からプロジェクト・サイトまで

電力を供給し、240 ボルトの電力を敷地に提供するのに必要な全てのインフラを整備するこ

とを約束した。 

７－４ 調査団は、本プロジェクトの実施にかかる全てのサービス、資機材の調達にかかる関税、市

税・付加価値税その他の課徴金の免除を適切に措置すること要請し、ブルキナファソ側は日

本側の意向を理解し必要な措置を講じることを約束した。 

 

８．運営維持管理 

８－１ ブルキナファソ側は、本プロジェクトの運営維持管理に要する費用の確保と必要な要員を配

置することを約束した。 

８－２ 運営維持管理に関し、ブルキナファソ側は本プロジェクトのコンポーネントとしてソフトコ

ンポーネントの支援について要請した。具体的な内容については以下の通り。 

①施設・機材の運営・維持管理に必要な活動の支援 

     ②施設の維持管理に必要な資金の創出活動の支援 

     ③契約・調達・入札等に関する支援 

 

９．その他関連事項 

９－１ 標準設計について 

    標準設計の代替として既存初等教員養成校 5校の設計、仕様および図面等を解析したものを

参考にすることとし、双方は確認した。そのため、ブルキナファソ側は既存初等教員養成校

の図面や関連書類等を調査団側に提出することを約束した。 

９－２ 水源の確保について 

    本プロジェクトには水源を 2 つ設けることを計画しており、1 つは市水からの引き込み、2

つ目は深井戸の掘削としている。主たる水源は市水からとなるが、不測の事態に備えて深井

戸の掘削も必要であることを双方確認した。 

９－３ 水質データの提出 

    ブルキナファソ側は、既存浄水システムに関し、浄水前および浄水後の水質データを調査団

に提出することを約束した。 

９－４ プロジェクト実施時の瑕疵責任 

設計瑕疵が発生した場合には、詳細設計・施工監理コンサルタントが責任を負う。施工瑕疵

については、施工業者が責任を負う。 

９－５  安全対策 

本プロジェクトを実施するうえで、ブルキナファソ側はプロジェクト邦人関係者に対する十

分な安全対策を適切に措置することを約束した。 

９－６ テクニカル・ノート 

    双方は、様々な技術的事項に関し、テクニカル・ノートを本現地調査終盤で作成することを

約束した。 

 

 

【添付資料】 

別添 1：サイト図  

別添 2：要請コンポーネント 

別添 3：コミュニティ開発支援無償資金協力の資金の流れ 
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別添１ サイト図 

 

 

 

 
 

土地の概略図 

 

セノ県ドリ市からの位置 

 

縮尺：1/2000e 

 

申請者：基礎教育・識字省 

 

面積：50ha 

 

2008 年 8 月 

 

 

 

北部 土地台帳・土地工事機関長 

土地台帳課検査官 



資料－20 

別添 2 要請コンポーネント 

 

 

要請校コンポーネントは以下の通り 

 

 教室棟 

 情報室棟 

 管理棟 

 図書館棟 

 特別教室棟 

 併設小学校 

 教員宿舎棟 

 付属棟 

 食堂・調理場・洗い場 

 作業室・保管庫棟 

 受付棟 

 外構整備 

 道路、排水溝、運動場整備 

 境界壁 

 上水・電気・電話 

 器材・教材・家具 
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(3) テクニカルノート【現地調査Ⅰ（概略設計調査）】 
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(4) テクニカルノート【現地調査Ⅰ（概略設計調査）】 仮訳 

 

 ブルキナファソ国 「サヘル地方初等教員養成校建設計画」 

概略設計調査現地調査 

テクニカルノート 

 

ブルキナファソ「サヘル地方初等教員養成校建設計画」概略設計調査団（以下、“調査団”

と略す）は、平成 20年 10月 19日より平成 20年 11月 14日まで現地調査Ⅰを実施した。

調査を終了するにあたり、調査団は先方実施機関（ブルキナファソ国基礎教育識字省調

査計画局）（以下、“MEBA/DEP”と略す）との間で下記の内容について確認した。 

 

1. 要請コンポーネントについて  

1-1. 

平成 20 年 10 月 27 日付協議議事録（以下“議事録”）5 に基づき、本調査と MEBA/DEP

ほか関係機関との協議の結果、必要性が認められた施設、家具、機材（別紙-1）を、本

計画コンポーネントとする。 

また、同計画コンポーネントでは、各諸室に対して、必要性の高さに応じて優先度を付

けている。 

今後、日本側の予算措置方針、日本円の為替変動による影響により、優先度に応じて計

画コンポーネント縮小の可能性があることを調査団から示唆し、MEBA/DEP はこれを

了承した。 

 

1-2. ソフトコンポーネント 

議事録（付属書）8-2 に基づき、調査団は帰国後、本調査結果を解析の上、 

必要性の有無とともに、実施を可能とさせるリソースを分析し、その妥当性が認められ

た場合は、活用を計画することで双方合意した。 

 

2. 配置計画（案）について 

上記計画コンポーネントに基づき調査団により提案された配置計画（案）について、別

紙-2 の内容で計画することで双方合意した。 

なお、調査団から、今後、土地の高低測量図を入手し、土地の現状を考慮することによ

り同計画に変更が生じる可能性があることを示唆し、MEBA/DEP はこれを了承した。 

 

3. 土地高低測量図の提出期限について 

MEBA/DEP は、国立建物公共事業試験所が土地高低測量図を作成するために、必要な措

置を取る。 

提出期限は、2008 年 12 月 25 日とする。 
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MEBA/DEP は以上を調査団に約束した。 

 

4. 土地の確保について 

議事録（付属書）4-3 に基づき、調査団は、2002 年 11 月 7 日付 セノ県 

高等事務局から MEBA/DEP へ提出された、「ENEP ドリ校用地にかかる割り当 

て通知書」（別紙-3）を入手した。 

すでに入手している北部州税務総局発行の境界確認図とともに、ドリ校建設予定地が

「ブ」国 MEBA の所有であることを確認した。  

 

5. 施設および機材計画策定について 

調査団は本調査において、教員養成校にかかる標準設計は存在しないことを確認の上、

調査において入手した既存校 5 校の設計、仕様、図面など関連資料を分析の上、帰国後、

施設計画（案）、仕様を策定する。 

また、家具、機材についても、既存校 5 校、とくにガウア校で活用されている内容を調

査にて確認し、ブ国側との協議の上、計画案を策定した。帰国後、同（案）をもとに詳

細を詰めていく。 

調査団は上記の事項を説明し、MEBA/DEP はこれを了承した。   

 

6. 工期と開校の時期について 

本プロジェクトの施工期間として、今後の調査が順調に推移した場合、2009 年 1１月よ

り 2010 年 9 月の 1１ヶ月間を想定する。 

しかし、この１１ヶ月間は、工期に遅延などがまったく無いことが前提であり、コミュ

ニティー開発支援無償 制度での実施により、工期遅延の恐れは十分に想定される。そ

の際は 2010 年１０月の開校に遅れが生じる可能性がある。 

調査団は上記の事項を説明し、MEBA/DEP はこれを了承した。 

 

7. 監理ユニットについて 

本プロジェクトにおいて、入札準備段階から工事完了、引渡しまでの業務を円滑かつ効

率的に行なっていくことを目的として、MEBA/DEP 側は同機関内に監理ユニットを設

置する予定である。 

監理ユニットには、DEP 内から人材（1～2 名）が派遣され、日本とブ国側の調整役と

して、プロジェクトの進捗管理を行う。同監理ユニットは DEP 局長直属の部局として、

E/N 締結後に設置されるステアリングコミッティにも参画する。 

以上のことについて、双方は合意した。 

 

8. 予備的水源の確保について 

本プロジェクトは水源を２つ設けることを計画している。そのうち敷地内に設ける予備
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的水源について本調査にて３本の井戸試掘を実施した結果、計画水量に若干満たないが、

内 1 本を暫定的に成功井とした。今後、さらに水質検査を実施した上で、最終的な結論

を出す旨、調査団から説明、MEBA/DEP はこれを了承した。 

 

9. 水源の引き込みにかかるインフラ整備について 

議事録（付属書）7-2 に基づき、ブルキナ負担事項でドリ市内浄水場から建設予定地ま

で圧送するのに必要なインフラ整備を実施するにあたり、調査団は、今後、ONEA によ

る見積書を受領し、MEBA/DEP へ予算額を提示する。 

工事実施時期の 2010 年に合わせた予算書提出時期（2009 年 2 月～6 月）に確実に申請

をすることを、調査団から MEBA/DEP へ要請し、MEBA/DEP はこれを了承した。 

 

10. 電気の引き込みにかかるインフラ整備について 

議事録（付属書）7-3 に基づき、ブルキナ負担事項でドリ市内発電所から建設予定地ま

で供給するのに必要なインフラ整備を実施するにあたり、調査団は、今後、SONABEL

による見積書を受領し、MEBA/DEP へ予算額を提示する。工事実施時期の 2010 年に合

わせた予算書提出時期（2009 年 2 月～6 月）に確実に申請をすることを、調査団から

MEBA/DEP へ要請し、MEBA/DEP はこれを了承した。 

 

11. 電話、インターネットの引き込みにかかるインフラ整備について 

ブルキナ負担事項でドリ市内から建設予定地まで供給するのに必要なインフラ整備を実

施するにあたり、調査団は、今後、ONATEL および民間会社による見積書を受領し、

MEBA/DEP へ予算額を提示する。工事実施時期の 2010 年に合わせた予算書提出時期

（2009 年 2 月～6 月）に確実に申請をすることを、調査団から MEBA/DEP へ要請し、

MEBA/DEP はこれを了承した。 

 

12. 新設校設立に伴うスタッフの配置について 

議事録（付属書）8-1 に基づき、施設完工後、ブルキナ側は必要な人員、スタッフを配

置することを、調査団から MEBA/DEP へ要請し、MEBA/DEP はこれを了承した。（ 想

定される人員、人数は別紙-4 の通りである） 

                                                 ワガドゥグ 

                        2008 年 11 月 14 日 

 

                                      

市川達也                Seydou KONATE 

業務主任                             調査統計局 

概略設計調査団             基礎教育識字省調査計画局 

                    ブルキナファソ国 
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